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平成 22 年 10 月 21 日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社コネクトテクノロジーズ 

代 表 者 名 代表取締役会長兼 CEO 堀口 利美

（コード：3736 東証マザーズ）

問 い 合 わ せ 先 執行役員 CFO 兼 

経営管理統括本部長 長倉 統己 

（TEL：03－5332－6110）

 

 

株式移転による持株会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年 10 月 21 日開催の取締役会において、平成 22 年 11 月 26 日開催予定の第 11 期定

時株主総会において関連議案が承認可決されることを条件として、株式移転の方法により、株式会社 コネ

クトホールディングス（以下、「持株会社」という。）を設立すること（以下、「本株式移転」という。）を決議しま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1．株式移転による持株会社設立の目的 

（1）背景及び目的 

① 当社における従来の取り組みと現状認識 

当社は、無線通信に関わるコアテクノロジーとサービスプロバイダとを技術的に結びつける上で

必要不可欠な存在を目指しており、基幹事業としてⅰシステムソリューション事業、ⅱプロダクツ事

業、ⅲコンサルティング事業、ⅳサービス事業の 4 つに注力し、様々なソリューションの提供を行っ

て参りました。 

昨今、当社を取り巻くビジネス環境は、携帯電話を利用した様々なサービスが増加しビジネス機

会が増加している一方、サービス提供業者間の競争はますます激しいものとなってきており、当社

がこのような競争の中を勝ち残っていくためには、競合他社に比べ高度なソリューションを提供し、

自社サービスを差別化していくことが求められており、差別化を図るにあたって、何が成長分野で

あり、何が成熟分野であるかを的確に見分けるとともに、今後の成長分野へ継続的かつ効果的に

投資を行っていくことが非常に重要であると認識しております。 

これらに加え成長分野への積極的投資のためには、スピーディかつ効率的な経営体制の構築

が必要であると考えております。 

積極的投資とは、生産能力向上、もしくは資本を増加させるための積極的な投資行為であり、

金銭による投資のほか、従業員の教育を含めた人的投資をはじめ、技術ノウハウや経営まで幅広

い投資を指すものです。 

なお、先般当社が平成 22 年 9 月 24 日を割当日として実施した第三者割当による第 2 回無担

保転換社債型新株予約権付社債発行で調達した 200 百万円（差引手取概算額 188 百万円）の使

途については、当該積極的投資にかかる資金ではなく平成 23 年 8 月までの運転資金に充当する

予定であるため、金銭による投資は長期的な視野で行う予定であります。従って、現時点において
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は、従業員を対象とする教育、その派遣（教育員の派遣受入など）など極力コストを要さない可能

な投資を先行的に行いつつ、人的資源を含めた既存資源の最適化を優先させることで生産能力

の向上を図る予定です。 

当社は、平成 22 年 1 月に、経営意思決定の迅速化及び執行機能の強化、並びに経営の執行

機能と監督機能の分離に伴う監督権限の強化を目的として、業務執行に対する責任と権限を持つ

執行役員制度を導入いたしました。また、平成 22 年 7 月に新たに 5 名の取締役を選任、平成 22

年 8 月に新たな代表取締役を選任し、新しい経営体制による業務改善に取り組んで参りました。 

これらの取り組みにより、コストを意識した営業展開が図られた結果、平成 22 年 8 月期通期にお

きましては、連結・個別ともに赤字を計上したものの、従来の赤字幅が縮小し、緩やかな収益改善

の傾向が見られるなど、一定程度の効果が表れてきました。かかる効果は執行役員制度の導入に

よるところが大きいと考えており、緩やかな収益改善傾向が見られることとなった現在、ようやく後向

きの施策から前向きの施策に積極的に取組んでいくための環境が整いました。 

しかしながら、上場会社として必要な監査費用や株主名簿管理費用を含めた管理部門をはじめ

とする間接経費の負担を全て吸収できるまでに至っておらず、これらの改善を目的として、次にど

のような事業展開を図れば最適なのか、慎重にその検討を進めて参りました。 

当社は、現在まで、本業に直結する BtoB のビジネスモデルに特化する経営方針を掲げ、人員

の削減や費用の圧縮など経営の合理化及びスリム化を図って参りました。 

検討を進める中で、これまでも同じような環境下で、収益改善を目的に組織のスクラップアンドビ

ルドが繰り返えされ、その組織の刷新が図られた結果についての検証を行いました。 

過去において実施された組織のスクラップアンドビルドに伴う効果を鑑み、旧来のクライアントか

らの要請による受託開発業務などの紹介型営業（もしくは反響型営業）を中心とする営業体制の下

においては、これ以上の経営の合理化及びスリム化という後向きの施策を行うことは限界があると

考えたことに加え、これらを実施することは既存従業員の更なるモチベーション低下が想定され、

その結果として、過去における結果と同じように当社が有する技術力の維持が出来ずに業績回復

の足枷になる可能性があると考えました。 

一方、去る 7 月及び 8 月に新たに取締役や代表取締役が選任され新しい経営体制の下におい

て再出発したことを契機に、クライアントに対して積極的にアプローチする提案型営業を中心とす

る営業体制へと一部をシフトさせ、当社の赤字体質のもととなっていた営業の考え方が少しずつ改

善されてきました。 

しかしながら、経営意思決定における業務執行に対する判断（営業現場の案件に対する、決裁

にかかる判断など）に時間を要する体制やその承認フローを短期間のうちに改善することは、現組

織では旧来体質に慣れた従業員の迅速な意識改革という観点からも難しく、経営意思決定の体制

やその承認フローの改善にかかる取り組みは、遅々として進まず、事業マーケットの環境変化に経

営判断が一部追いついていない状況が続いておりました。 

現状における問題点とそれに対する方法は以下のとおりであります。 

 

a ．社内外に対する意識付け 

経営意思決定スピードのロスに伴って機会損失が発生している状態が続いており、これを改善

し機会損失を収益機会に転換させるためには、更に踏み込んだ大胆かつ合理的な手法による組

織の刷新及び従業員をはじめ社内外に対して当社グループが業績向上を目的に変化することを

確実せしめ、これに伴う意識付けが必要不可欠と考えました。 

 

ｂ．業務執行を更に推進し、収益構造の改善に繋がる組織体制 

a．のとおり、経営判断が一部追いついていない事態を克服するためには、更なる収益構造の改

善を図り、その改善スピードを加速させるとともに事業マーケットの環境変化のスピードに対応する

ための経営意思決定と業務執行機関を分離した体制構築が極めて重要であり、権限と責任の両

面の委譲を最優先事項と考えました。 
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ｃ．組織の再構築の方法 

現在の執行役員制度は機能しているものの、権限に付随する業績に対する結果責任について

は、営業及び開発部門やそこに属する従業員において、それぞれに責任意識が異なり、その乖離

も大きく、過去において実施された組織のスクラップアンドビルドとは全く異なる抜本的な収益構造

改革を実施したうえで、その乖離を払拭し、役職員が同じ認識のもとで社業に取り組める環境を構

築し、新たにスタートすることが適当と考えました。 

構築にあたって、過去において組織のスクラップアンドビルドが繰り返えされ、その組織の刷新

に伴って発生した結果を鑑みて、黒字転換と収益構造改革を主眼として、持株会社がグループ全

体の経営方針を決定するなどグループにおける経営意思決定としての機能を持ち、傘下子会社

が業務執行機関として一定の権限を持った上で業績に対する結果責任を負いながら事業推進を

行う体制を構築することが最良の方策であるとの判断に至りました。 

 

これら a．～c．の実施により当社の機会損失も軽減され収益機会が増加することにより収益構造

が変わるだけではなく、持株会社と傘下子会社のそれぞれの役割を明確にすることによって持株

会社をはじめ傘下子会社の役職員の立場としての責任意識やモチベーションの向上が見込ま

れ、引いては当社グループ全体の意識改革にも繋がることが期待できると考えました。 

 

② 事業軸の明確化 

持株会社体制を契機に、当社が手掛けている 4 つの基幹事業のうち以下の 2 つについて、更な

る集中を図ると同時に、改めて事業軸を明確にいたします。これに加え、旧来の紹介型営業体制

から脱却し、積極的にアプローチする提案型営業体制への全面的なシフトを図り、機動的に展開

するためには、事業シナジーを追及した業務提携及び協業など迅速な経営判断を行い、各事業

の独立性を一層高めること及び経営資源の効率的な配分を行うことが不可欠と考えております。 

これらを踏まえ、今後における更なる戦略的かつ機動的な事業展開と事業運営を推進すること

を目的に、「総合 IT ソリューションカンパニー」として、様々な IT ソリューションを提供できるグルー

プを目指します。 

当社が目指す「総合 IT ソリューションカンパニー」とは、IT 分野を活かして、お客様からのニーズ

に応じた幅広いソリューション及びサービスを提供できる会社であります。 

持株会社体制への移行に伴う事業への更なる集中として、当社が手掛ける 4 つの基幹事業のう

ち、以下の理由からシステムソリューション事業とサービス事業に注力することとし、これら 2 つを今

後の事業軸とすることとしました。 

システムソリューション事業は、主に携帯端末を利用したシステム開発、サーバ構築などのソリュ

ーションを提供する事業で、創業からの既存事業でもあります。また、当社が最も得意とする事業

でもあるため、その蓄積されたノウハウも多いことから引き続き、競合他社との優位性が保てると判

断しました。サービス事業は、携帯端末に特化した付加価値サービスを提供する事業で、携帯端

末をはじめとする成長分野をその対象としていることに加えサービスを提供する範囲が限定されな

いため、将来性、成長性という観点から収益性が高く見込めるものと判断しました。 

これらに加え、既存事業とのシナジー効果を見込んで、現行の経営陣の得意分野であるエンタ

ーテイメント事業を 3 つ目の新たな事業軸とすることで、総合 IT ソリューションカンパニーにおける

グループ力の付加価値、独自性を高められると判断しました。 

新たな事業軸であるエンターテイメント事業は、エンターテイメント事業者をターゲットにしたコン

シューマー向け E コマースの運営（E コマースのシステムなどのインフラはサービス事業にて提供

する予定）など、いわゆるエンターテイメントソリューションを主眼に置いた事業であります。当面に

おいては既存事業とのシナジー効果を見込んで、映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリ

ケーションの提供などインターネットに接続可能な携帯端末のネットワークを介するサービスの提

供を行う予定であり、将来においてはイベント企画、キャスティング、プロダクション業務など幅広い

展開を考えております。エンターテイメント事業は新たな事業軸であるため、具体的な事業内容及

び事業方針につきましては、決定し次第速やかにお知らせをいたします。 
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なお、既存の残り 2 つの基幹事業であるプロダクツ事業とコンサルティング事業については、旧

来のような事業への注力は行わずサービスの継続を主眼として、いずれもサービス事業のサービ

スラインナップとして、それぞれ取り込み、集約することで従前どおりシステムソリューション事業を

補完できる体制をとる予定です。 

 

＜現在当社が展開する 4 つの基幹事業＞ 

ⅰ システムソリューション事業 

   顧客企業向けに、主に携帯端末を利用したシステム開発、サーバ構築等ソリューションを提供し

ております。具体的には、携帯端末を鍵として利用する鍵管理システムや、携帯端末を利用した

会員証システムの構築、携帯端末をかざすことにより発券・入場が可能となるチケットサービス等幅

広く取り組んでおります。 

ⅱ プロダクツ事業 

   システムソリューション事業で蓄積してきたノウハウをソフトウェアツール（開発を容易にするユー

ティリティ・ソフト）、ライブラリ（プログラムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機能）と

いった形にパッケージングした販売を行っております。これに加え、ハードウェアの設計、プロトタイ

プ製作をはじめとするハードウェアソリューションにも取り組んでおります。 

ⅲ コンサルティング事業 

携帯電話を利用したサービス展開を検討している顧客企業向けに、技術的なアプローチによるコ

ンサルティング及び実験的なシステム開発の請負を行っております。 

コンサルティング業務及び先進的なシステム開発を重ねていくことにより、開発力が向上すると

ともにコアテクノロジーに関するノウハウが蓄積されており、これら蓄積されたノウハウをシステムソ

リューション事業、プロダクツ事業にフィードバックすることにより、各事業における相互補完を図っ

ております。 

ⅳ サービス事業 

携帯端末に特化した高付加価値サービスを提供するとともに携帯端末向けソフトウェアの検証

請負を行っております。 

 

＜持株会社体制後においてグループが取り組む事業（事業軸）＞ 

ⅰ システムソリューション事業 

既存（持株会社前）のシステムソリューション事業の内容のとおりですが、医療向け・官公庁向け

のトータル的なパッケージシステム（Web 版）など今まで未着手となっていた分野へのシステムソリ

ューションを強化する予定です。また、システムソリューション事業での付加価値を高めることを目

的にサービス事業やエンターテイメント事業でのサービスの提供範囲を拡げ、それぞれの事業に

おける横展開による相互のシナジー効果を見据えながら収益拡大を図る予定です。 

ⅱ サービス事業 

   既存のプロダクツ事業、コンサルティング事業をサービス事業に組み入れ統合のうえ、集約する

ため、当該既存 3 事業を継続するほか、新たな事業軸であるエンターテイメント事業にかかるサー

ビス、E コマースや E 決済に関連するサービスインフラの提供などを強化する予定です。 

ⅲ エンターテイメント事業 

映像・音楽などの番組コンテンツの配信、アプリケーションの提供などインターネットに接続可能

な携帯端末のネットワークを介するサービスの提供を行います。また、既存事業とのシナジーを見

込んでイベント主催者をターゲットにした企業間取引を中心とする E コマース（E コマースのシステ

ムなどのインフラはサービス事業にて提供する予定）の運営などを行う予定です。 

 

③ 持株会社体制への移行により想定される費用対効果及び上場維持方針 

持株会社体制への移行は、傘下となる事業会社に対する権限委譲と業績に対する結果責任の

明確化による意識改革に加え、後記(2)持株会社体制移行に当たって特に重視した点にあります

ように、現行体制において意思決定スピードの遅れから生じていた機会損失をなくし、それを確実
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に収益機会とすることにより、収益を向上させることができると考えております。よって、一定のコスト

を要するものの、要したコストを早期に吸収・回収した上で更なる企業価値向上が期待できると考

えております。なお、持株会社体制の移行にかかる費用は(4)持株会社体制への移行手順におけ

る STEPⅡまでの費用として約 7 百万円を見込んでおり、当該費用は、今後の事業収益により回収

する予定です。 

当社は、平成 22 年 11 月 26 日に開催予定の第 11 期定時株主総会での承認を前提に、平成

23 年 3 月 1 日を期日（効力発生日）として株式移転により完全親会社となる持株会社を設立するこ

とといたしました。同時に当社は、新設される持株会社の完全子会社となり、当社株式は上場廃止

となります。併せて新設される持株会社は、株式会社東京証券取引所への新規上場を申請しま

す。 

従って新設される持株会社が新規上場を申請することにより、実質的に株式の上場を維持する

方針であります。 

 

（2）持株会社体制への移行検討に当たって特に重視した点 

① これまでの投資経緯と反省 

当社は創業以来、人的投資や事業の拡大のための投資を行って参りました。これらに加え、主

に IT 事業を行う未公開企業に対する有価証券投資を行って参りました。当該有価証券投資に関

しては、取締役会での承認を経てきたものの、投資基準、投資後の投資先からの情報収集（業績

や事業進捗等）、売却判断のルール等が社内で明確化されておりませんでした。このような過去の

経緯を踏まえ、未上場・上場に限らず有価証券等への投資を行う場合の社内における投資基準

等を明確化するために、常勤役員及び弁護士あるいは公認会計士による投資委員会を設置し、

現実に有価証券等の投資を行う際には投資委員会の審査を経たものを取締役会に諮り、その承

認を得るフローといたしました。 

上記の投資経緯そのものは持株会社体制移行とは直接関係はございませんが、投資を行う場

合の基準等の明確化などルールの制定や認識の統一は、持株会社体制になった後の当社グル

ープ形成において重要であると考えております。もっとも、現在の当社においては、計画性の無い

安易な有価証券等の投資は行わない方針であり、事業でのシナジー効果を鑑みたうえで、資本参

加するメリットが十分あると判断した場合にのみ資本参加をする方針であり、この方針を今後の持

株会社体制でも徹底し、継続する予定です。 

② 基幹事業の採算性 

平成 22 年 8 月期における、各セグメントの営業利益は、システムソリューション事業で 110 百万

円、プロダクツ事業で△1 百万円、コンサルティング事業で 3 百万円、サービス事業で 7 百万円と

なっております。このように、一部のセグメントでは営業黒字となっておりますが、事業全体の縮小

に伴い販管費に含まれる未稼働の人件費を考慮すると全セグメントにおいて実質赤字であり、当

社といたしましては、業績回復のための更なる努力が必要と考えております。(1)背景及び目的に

記載いたしましたように、今後は当社が得意とする事業へ経営資源を集中させ、提案型営業体制

の下、「待ちの経営（営業）」から「攻めの経営（営業）」へ転じます。その過程において各事業の採

算性を重視するために持株会社体制とし、子会社となる各事業を担う事業会社にコスト意識と事業

運営に対するコミットを明確にさせることが当社グループ全体の成長に繋がると考えました。当社

にとって黒字転換と収益構造改革は重要かつ必須の課題であり、管理会計の観点からも持株会

社体制により各事業における採算性を明確にすることは極めて有効と考えます。 

なお、基幹事業は従来の 4 つを 2 つに集約し、既存事業からの派生業務の強化という形で新た

に基幹事業を 1 つ追加いたしますが、これらの 3 つの事業部門は当社として注力すべき分野の括

り直しという意味での基幹事業の再構築であります。 

③ 基幹事業の拡大方法 

持株会社化を契機に、システムソリューション事業、サービス事業、エンターテイメント事業の 3

つの事業軸を中心として展開を行います。事業展開の方法としては、計画性の無い安易な M&A

により子会社を増やすのではなく、まずは既存資源（人的資源、ノウハウ、顧客等）を活かすことが
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重要であると考えております。この既存資源でも足りない場合は、それを補う目的で、業務提携に

よるノウハウ取得、従業員教育などかかるコストを意識したうえで、最大の効果を得られる事業拡大

方法を選択します。なお、M&A により新たに子会社を取得する場合においては、上記①と重複し

ますが、長期的な視野に立って、当社グループとの事業シナジー及び取得する子会社の成長性

を十分に検討したうえで慎重に行う予定です。 

 

（3）持株会社体制への移行によるメリット 

① 当社グループ事業の展開力強化 

3 つの事業軸を中心として機動的な展開を図るため、新設される持株会社は、当社グループ全

体の経営企画機能と財務機能を持ち、グループの横断的な戦略の立案・実施、経営管理・人事管

理、経営資源の効率的・効果的な配分をはじめ、資金調達、運用業務を行い、包括的な立場から

子会社となる各事業を担う事業会社を支援します。子会社となる各事業を担う事業会社は、それぞ

れの事業に専念することにより、当社グループ全体の経営効率の向上を図るとともに、更なる企業

価値の向上を実現します。 

ステークホルダーをはじめ、より分かりやすい組織体制を構築することにより、各事業を担う事業

会社は、新設される持株会社の傘下に置かれる形となり、3 つの基幹事業について、より明瞭性が

高まるとともに、グループ戦略の認知度が向上し、分かりやすい情報開示を行えるようになるため、

事業内容も更に理解がされやすくなるものと考えております。 

② 経営戦略の機動性及び経営効率の向上 

持株会社体制へ移行することにより、経営戦略策定を行う持株会社と業務執行を行う各事業会

社を明確に区分し、グループ全体での経営戦略の迅速な意思決定による機動性が図られ、経営

効率を向上させることができると考えております。 

また、持株会社において各事業会社間の統制をとることにより、グループ全体でのリスク管理体

制が強化されます。 

③ 各事業における専門性の向上と人材におけるモチベーションの向上 

各事業を担う事業会社は自立した法人として権限移譲のもと独立採算の経営が行われ、業務執

行に係る意思決定や経営責任も自ら負うことになります。その結果、業務に専念するとともに自らの

権限裁量のもとで幅広く業務を行うことが可能となり、経営意識向上による人材育成及びモチベー

ションの向上が図られると考えております。また、それぞれの事業領域の業務に集中することによ

り、専門性が更に高まり収益力が向上するとともに業績に対する結果責任の明確化が図れると考え

ております。 

 

（4）持株会社体制への移行手順 

当社は、以下の方法により持株会社体制への移行を実施します。 

 

【STEP Ⅰ】株式移転による持株会社設立 

 

平成 22 年 11 月 26 日開催予定の第 11 期定時株主総会での承認を前提に、平成 23 年 3 月 1 日を

期日として株式移転方式により純粋持株会社「株式会社コネクトホールディングス」を設立し、当社は持

株会社の完全子会社となります。また、純粋持株会社設立後において 4 つの基幹事業を再編し、うちシ

ステムソリューション事業とサービス事業の 2 つを事業軸とするとともに、新たにエンターティンメント事業

を事業軸の 1 つに加え、合計 3 つの事業軸をもとに展開します。なお、プロダクツ事業とコンサルティング

事業はサービス事業として組み入れ統合のうえ、集約します。 
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＜現行＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜持株会社設立＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※既存の「プロダクツ事業」と「コンサルティング事業」は「サービス事業」に組み入れ統合のうえ、集約します。 

 

 

【STEP Ⅱ】持株会社移行後の体制（平成 23 年 8 月期中において実施予定） 

 

組織再編手法を用いて、当社が展開する 4 つの基幹事業を戦略的に再編し、3 つの事業軸を中心に

それぞれの事業に専念できる体制を構築します。なお、かかる再編のスキームなどの詳細は未定であり

ますが、平成 23 年 8 月期中に事業部門の再編を実施する予定です。  

 

＜持株会社移行後の体制（事業部門の再編完了後）＞ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持株会社を新設 

㈱コネクトテクノロジーズ 

 

㈱ コネクトホールディングス 

 

（純粋持株会社）

㈱コネクトホールディングス 

（純粋持株会社） 

子会社管理 

㈱コネクトテクノロジーズ 

 

システムソリューション事業 

サービス事業（E コマース提供）

エンターテイメント事業 

 

㈱コネクト 

テクノロジーズ 

 

 
システムソリューション事業 

 

「商号未定」 

 

 

 
サービス事業（E コマース提供）

 

「商号未定」 

 

 

 
エンターテイメント事業 

システムソリューション事業 

プロダクツ事業 

コンサルティング事業 

サービス事業 
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2．株式移転の要旨 

（1）株式移転の日程 

第 1 1 期 定 時 株 主 総 会 基 準 日 平成 22 年 8 月 31 日（火） 

株 式 移 転 計 画 承 認 取 締 役 会 平成 22 年 10 月 21 日（木） 

株式移転計画承認第 11 期定時株主総会 平成 22 年 11 月 26 日（金）（予定） 

上 場 廃 止 日 平成 23 年 2 月 24 日（木）（予定） 

持 株 会 社 設 立 登 記 日 （ 効 力 発 生 日 ） 平成 23 年 3 月 1 日（火）（予定） 

持 株 会 社 上 場 日 平成 23 年 3 月 1 日（火）（予定） 

 

（2）株式移転の方式 

当社を完全子会社、株式会社コネクトホールディングスを完全親会社とする単独の株式移転となり

ます。なお、本株式移転は、当社において平成 22 年 11 月 26 日開催予定の第 11 期定時株主総会に

て承認を受ける予定です。 

 

（3）株式移転に係る割当ての内容 

①株式の割当比率 

当社の普通株式 1 株に対して設立する株式会社 コネクトホールディングスの普通株式 100 株を

割当交付いたします。 

会社名 

株式会社  

コネクトホールディングス 

（完全親会社） 

株式会社 

コネクトテクノロジーズ 

（完全子会社） 

株 式 移 転 比 率 1 100 

 

②単元株制度 

当社におきましては、単元株制度を採用しておりませんが、本株式移転により設立される持株会

社におきましては、単元株制度を採用し、1 単元の株式数を 100 株とします。 

 

（4）株式移転に係る割当ての内容の算定根拠等 

①株式移転比率の算定根拠 

当社単独による株式移転によって完全親会社 1 社を設立するものであり、株式移転時の当社の

株主構成と新会社（純粋持株会社）の株主構成に変化はないことから、株主の皆様に不利益を

与えないことを第一義として、株主の方々の所有する普通株式 1 株に対して、株式会社 コネクト

ホールディングス（純粋持株会社）の普通株式 100 株を割当てることといたしました。 

なお、100 株を割当てることとした理由は、全国証券取引所が平成 19 年 11 月 27 日付で公表し

た「売買単位の集約に向けた行動計画」に則して、本株式移転により設立される持株会社にお

いて 1 単元の株式数を 100 株とする単元株制度を採用するにあたり、単元未満株主が生じない

よう考慮いたしました。なお、当社は自己株式 372 株を保有しておりますが、株式移転の効力発

生日前までに消却を予定しております。本自己株式の消却につきましては、時期が明確になり

次第改めてお知らせいたします。 

②第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

本株式移転に際して、上記①の理由により、第三者機関の算定は行いません。 

③株式移転により交付する新株式数 

10,368,600 株（予定） 

なお、新株予約権の行使状況により交付する新株式数が変動する可能性があります。 
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（5）完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

現在当社が発行している新株予約権及び新株予約権付社債の全てについて、実質的に持株会社

が継承する方針である旨を本日開催の当社取締役会にて決議しております。 

当社が発行している新株予約権及び新株予約権付社債に付された新株予約権については、持株

会社の設立登記日（効力発生日）をもって消滅し、当該新株予約権の新株予約権者に対してそれぞ

れ、これらに代わる持株会社の新株予約権を交付、割当てます。なお、当社が発行している新株予約

権付社債の社債にかかる債務については、持株会社が継承します。 

 

   ■新株予約権 

  
株式会社コネクトテクノロジーズ 

第 2 回新株予約権 

株式会社 コネクトホールディングス

第 1 回新株予約権 

発行日 平成 15 年 7 月 24 日 平成 23 年 3 月 1 日 

新株予約権の割

当対象者 

当社の従業員、取締役、監査役 

並びに社外協力者 

本株式移転の効力発生日（平成 23

年 3 月 1 日）の前日の新株予約権原

簿に記載又は記録されている新株

予約権者 

新株予約権の数 134 個（注） 

本株式移転の効力発生日（平成 23

年 3 月 1 日）の前日の新株予約権原

簿に記載又は記録されている新株

予約権者に対し、その有する新株予

約権 1 個につき 1 個を割り当てる 

新株予約権の目

的となる種類 
普通株式 普通株式 

新株予約権の目

的となる株式 
1,206 株 120,600 株 

新株予約権行使

時の払込金額 
1 個あたり 240,003 円 1 個あたり 240,003 円 

新株予約権行使

期間 

自 平成 15 年 8 月 26 日 

至 平成 25 年 7 月 23 日 

自 平成 23 年 3 月 1 日 

至 平成 25 年 7 月 23 日 

（注）平成 22 年 10 月 21 日現在。本株式移転の効力発生日までの行使状況により変動します。 

 

  
株式会社コネクトテクノロジーズ 

第 3 回新株予約権 

株式会社 コネクトホールディングス

第 2 回新株予約権 

発行日 平成 16 年 11 月 25 日 平成 23 年 3 月 1 日 

新株予約権の割

当対象者 

当社の取締役及び従業員 

並びに社外協力者 

本株式移転の効力発生日（平成 23

年 3 月 1 日）の前日の新株予約権原

簿に記載又は記録されている新株

予約権者 

新株予約権の数 130 個（注） 

本株式移転の効力発生日（平成 23

年 3 月 1 日）の前日の新株予約権原

簿に記載又は記録されている新株

予約権者に対し、その有する新株予

約権 1 個につき 1 個を割り当てる 

新株予約権の目

的となる種類 
普通株式 普通株式 
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新株予約権の目

的となる株式 
130 株 13,000 株 

新株予約権行使

時の払込金額 
1 個あたり 564,624 円 1 個あたり 564,624 円 

新株予約権行使

期間 

自 平成 17 年 9 月 1 日 

至 平成 26 年 11 月 25 日 

自 平成 23 年 3 月 1 日 

至 平成 26 年 11 月 25 日 

（注）平成 22 年 10 月 21 日現在。本株式移転の効力発生日までの行使状況により変動します。 

 

■新株予約権付社債 

  

株式会社コネクトテクノロジーズ 

第 2 回無担保転換社債型 

新株予約権付社債 

株式会社 コネクトホールディングス

第 1 回無担保転換社債型 

新株予約権付社債 

発行日 平成 22 年 9 月 24 日 平成 23 年 3 月 1 日 

新株予約権付社

債の割当対象者 

Brillance Hedge Fund 及び Brillance 

Multi Strategy Fund 

本株式移転の効力発生日（平成 23

年 3 月 1 日）の前日の新株予約権原

簿に記載又は記録されている新株

予約権者 

新株予約権の数 38 個（注 1） 

本株式移転の効力発生日（平成 23

年 3 月 1 日）の前日の新株予約権原

簿に記載又は記録されている新株

予約権者に対し、その有する新株予

約権 1 個につき 1 個を割り当てる 

新株予約権の目

的となる種類 
普通株式 普通株式 

新株予約権の目

的となる株式 
52,896 株（注 2） 5,289,600 株（注 2） 

新株予約権行使

時の払込金額 
1 個あたり 5,000,000 円 1 個あたり 5,000,000 円 

新株予約権行使

期間 

自 平成 22 年 9 月 28 日 

至 平成 23 年 9 月 21 日 

自 平成 23 年 3 月 1 日 

至 平成 23 年 9 月 21 日 

（注 1）平成 22 年 10 月 21 日現在。本株式移転の効力発生日までの行使状況により変動します。 

（注 2）平成 22 年 10 月 21 日現在での転換価額であり、株式数については本株式移転の効力発生日までの転換状況によ

り変動します。 

 

（6）株式移転交付金 

当社は、本株式移転に際して、株式移転交付金の支払いは行いません。 
 

 

（7）設立後における新会社（純粋持株会社）の上場申請 

新たに設立する完全親会社の上場（売買開始）は、本株式移転が効力を生ずる日である平成 23 年

3 月 1 日を予定しておりますが、株式会社東京証券取引所の規則に基づき決定されるため、変更され

る可能性があります。また、当社は上場申請のための準備を万全に行っておりますが、万が一、不備

があった場合には、完全親会社の持株会社上場日が延期される可能性があります。 
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3．株式移転の当事会社の概要（平成 22 年 8 月 31 日現在） 

（1） 商 号 株式会社コネクトテクノロジーズ 

 

（2） 

 

事 業 内 容 

システムソリューション事業 

プロダクツ事業 

コンサルティング事業 

サービス事業 

（3） 設 立 年 月 日 平成 12 年 5 月 17 日 

（4） 本 店 所 在 地 東京都新宿区西新宿七丁目 7 番 29 号 

（5） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長  堀口 利美 

（6） 資 本 金 の 額 3,486,703 千円（注 1） 

（7） 発 行 済 株 式 数 102,240 株（注 1） 

（8） 純 資 産 159,638 千円 

（9） 総 資 産 242,202 千円 

（10） 事 業 年 度 の 末 日 8 月 31 日 

（11） 従 業 員 数 44 名 

 

（12） 

 

主 要 取 引 先 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

トッパン・フォームズ株式会社 

株式会社日経 BP 

カブドットコム証券株式会社 

富士ソフト株式会社 

株式会社ソウルマン 

株式会社ソーケンテクノ 

 

（13） 

 

大株主及び持株比率 

堀口利美                            42.94％（注 2） 

加来 徹也                           9.67％ 

山内 和男                           1.16％（注 3） 

株式会社バンダイナムコホールディングス  0.88％ 

戸賀崎 秀彰                         0.69％ 

笹岡 俊二                           0.68％ 

須藤 那宏                           0.62％ 

山内 和男                           0.52%（注 3） 

株式会社デジタルガレージ              0.47％ 

伊藤 広明                           0.40％ 

（14） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三菱東京 UFJ 銀行 

株式会社東日本銀行 

（15） 最近 3 年間の業績  

決 算 期 

連結 単体 

平成 20 年

8 月期 

平成 21 年

8 月期 

平成 22 年

8 月期 

平成 20 年

8 月期 

平成 21 年

8 月期 

平成 22 年

8 月期 

売 上 高 （ 千 円 ） 2,695,975 1,571,070 638,090 766,947 597,688 394,547

営 業 損 失 （ 千 円 ） 993,408 738,488 426,461 612,500 552,269 415,411

経 常 損 失 （ 千 円 ） 989,688 775,308 478,425 588,391 576,096 464,733
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当 期 純 損 失 （ 千 円 ） 1,318,585 1,294,068 479,893 1,427,065 1,309,224 465,096

1 株当たり当期純損失（円） 29,273.27 21,391.34 5,374.19 31,681.58 21,641.86 5,208.48

1 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） － － － － － －

1 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 35,707.72 7,952.67 － 35,767.06 7,710.68 1,567.12

（注 1）「資本金の額」、「発行済株式総数」は、当社が発行した新株予約権及び新株予約権付社債に付された

新株予約権の行使により、本日までに変動しており、その内容を加味して記載しておりませんが平成 22

年 10 月 21 日における「資本金の額」は 3,491,703 千円、「発行済株式総数」は 104,058 株であります。 

（注 2）「大株主及び持株比率」は、平成 22 年 8 月 31 日現在の所有株式数を基準として、平成 22 年 9 月 30

日付で開示した「主要株主である筆頭株主の異動及びその他関係会社の異動に関するお知らせ」の内

容を加味して記載しております。 

（注 3）山内和男氏は同性同名ではありますが、株主名簿における住所が異なるため異なる株主として記載して

おります。 

 

4．株式移転により新たに設立する会社の状況 

（1） 商 号 株式会社 コネクトホールディングス 

（2） 事 業 内 容 

子会社の経営管理及びそれに付帯する業務 

システムソリューション事業に付帯する業務 

サービス事業（E コマース提供）に付帯する業務 

エンターテイメント事業に付帯する業務 

（3） 本 店 所 在 地 東京都新宿区西新宿七丁目 7 番 29 号 

（4） 
代 表 者 及 び 役 員 の 

就 任 予 定 

代表取締役社長 堀口 利美 

取締役       長倉 統己 

取締役         赤尾 泰明 

取締役         阿部 純丈（社外取締役）（注 1） 

監査役       大森 勲（社外監査役）（注 2） 

監査役       水品 靖芳（社外監査役）（注 2） 

監査役       大松澤 清隆（社外監査役）（注 2） 

（5） 資 本 金 の 額 10,000,000 円 

（6） 純 資 産 未定 

（7） 総 資 産 未定 

（8） 事 業 年 度 の 末 日 8 月 31 日 

（9） 発 行 予 定 株 式 数 10,368,600 株 

（10） 単 元 株 式 数 100 株 

（11） 上 場 証 券 取 引 所 株式会社東京証券取引所 

（12） 会 計 監 査 人 堂島監査法人 

（13） 株 主 名 簿 管 理 人 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 

（注）1．取締役 阿部純丈は、会社法第 2 条第 15 号に定める社外取締役です。 

（注）2．監査役 大森勲、水品靖芳、大松澤清隆は、会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役です。 

 

5．株式移転に伴う会計処理の概要 

本株式移転は、企業結合会計基準における「共通支配下の取引」に該当するため、連結損益への影

響及びのれんは生じません。 
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6．今後の見通し 

本株式移転の実施に伴い、当社の業績は完全親会社である持株会社に反映されることになります。

なお、株式移転による業績への影響は軽微でありますが、今後につきましては、グループ全体の経 

営力の強化や経営効率の向上などの効果が見込まれます。 

 
 

（参考）当期業績予想（平成 22 年 10 月 15 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

当期業績予想 

（平成 23 年 8 月期） 
500 △91 △96 △96

前期連結実績 

（平成 22 年 8 月期） 
638 △426 △478 △479

 

以 上 

 


